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（１） 学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）の背景・目的 

① 背景 

上富田町の学校施設は昭和４０年代から５０年代の高度成長期に建設された

ものであり、上富田町はその時代ごとの人口増加とともに学校施設等を積極的に

整備してきました。 

高度経済成長期に建設された学校施設等が４０年ほど経過し、老朽化のため

に改修・更新する時期が到来しております。学校施設の耐震補強工事については

既に完了し、町内学校施設については耐震化率１００％となっています。 

また、本町の人口は、昭和３５（１９６０）年には９，５４５人でしたが、その後増

加を辿り、平成２７（２０１５）年には１４，９８９人になっています。平成２３（２０１１）

年の東日本大震災の影響もあり、海側の地域からの転入者が増えており、和歌

山県内では数少ない、人口が増加し続けている町です。 

このような中、公共施設等を取り巻く社会情勢の変化に対応するためには、施

設の現状や課題を調査・分析し、町民ニーズに沿った公共サービスを明らかにする

とともに、長期的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行うこと

により、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の適切な配置を実現

することが必要となっています。 

しかしながら、本町が所有する学校施設をすべて建て替えや維持管理していくこ

とは、財政状況や人口動向から考慮すると、非常に厳しい状況です。 

そのため本計画では、公共施設の今後のあり方等について基本的な方針を取

り決め、この方針に沿って段階的・継続的に計画を進め、個別施設計画（以下、

「本計画」という。）の策定を行うものです。 

 

② 目的 

 本計画は、上記の背景を踏まえて学校施設を総合的観点で捉え、長寿命化で 

きるものは長寿命化し、適正に改修・建て替えをするとともに、教育環境の資質改 

善も考慮しながら改修・建て替え等を検討するための詳細診断の優先順位を設 

定しつつ、これに要するコストの縮減と平準化を図ることを目的として策定します。 

 なお、本計画は上富田町公共施設個別施設計画に基づく、学校施設の個別 

施設計画として位置付けるとともに、施設整備計画は本計画に基づき策定してい 

くこととします。 
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③ 計画期間 

令和２年度から令和４２年度までの４０年間を整備保全計画期間とします。 

また、実施実行については、施設の老朽化状況等の実態を継続的に把握し、 

PDCA サイクルによる実行システムを構築します。なお、本計画については、５年ごと 

に見直します。 

 

④ 対象施設 

 本計画における対象施設を以下に示します。 

学校教育施設 施設数 

小学校 ５校 

中学校 １校 

 

学校給食共同調理場 施設数 

上富田町学校給食センター １施設 
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（２） 学校施設の目指すべき姿 

１．安全性 ・各教科の授業の中での調べ学習や協

同学習、観察・実験のまとめや児童生徒

の成果発表などに活用して学習効果を

高めるための ICT 環境 

・各教科を充実させるための環境 

○言語活動の充実 

・各教科における発表・討論などの教育

活動を行うための空間 

・子どもたちの自発的な発言や読書活

動を促すための環境 

○理数教育の充実 

・充実した観察・実験を行うための環境 

○伝統や文化に関する教育の充実 

・伝統や文化に関する教育を行うための

環境 

○外国語教育の充実 

・ジェスチャーゲームなどの体を動かす活

動やグループでの会話など、外国語への

親しみが湧くような学習を行うための空間 

○学校図書館の充実 

・子どもたちの自発的な学習や読書活

動を促すための環境 

・調べ学習や観察・実験のまとめや児童

生徒の成果発表などに活用して学習効

果を高めるための ICT 環境 

 

○災害対策 

・地震に強い学校施設 

・津波・洪水に強い学校施設 

・防災機能を備えた学校施設 

○防犯・事故対策 

・安全で安心な学校施設 

２．快適性 

○快適な学習環境 

・学習能率の向上に資する快適な学習

環境 

・バリアフリーに配慮した環境 

・子どもたちや保護者等が訪れやすい空

間 

○教職員に配慮した環境 

・教職員にも配慮した空間 

・教職員等の事務負担軽減などのため

の校務の情報化に必要な ICT 環境 

３．学習活動への適応性 

○主体性を養う空間の充実 

・子どもたちの教科書等に対する興味関

心を引き、自ら学ぶ主体的な行動を促

すための空間 

・社会性を身に付けるための空間 

○効果的・効率的な施設整備 

・習熟度別指導や少人数指導などを行

うための空間 

・調べ学習や習熟度別学習、ティームテ

ィーチングなどの多様な学習集団・学習

形態を展開するための空間 

４．環境への適応性 

○エコスクール 

・環境を考慮した学校施設 

５．地域の拠点化 

・地域の生涯学習等の拠点となる学校

施設 

 

「学校施設整備基本構想の在り方について」 

（学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議平成２５年３月）より抜粋 
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（３） 学校施設の実態 

 

① 学校施設の運営状況・活用状況 

 

１） 対象施設一覧 

本町には、小学校５校、中学校１校の合計６校の学校施設があります。小学校全

体の延床面積は、１８，０７６㎡、中学校は、６，４１４㎡となり、小・中学校合わせた延

床面積は、２４，４９０㎡になります。1 校当たり床面積は、生馬小学校２，５０４㎡～

朝来小学校６，７５４㎡となっています。 

平成２９年度に上富田町学校給食センター（１，２１８㎡）を建築して平成３０年度

より稼働しています。 

図表 学校関係施設一覧                                     （令和 2 年 5 月 1 日現在） 

名称 住所 
延床面積

（㎡） 

建築

年度 

児童生徒数（人） 学級数（学級） 

通常学級

在籍者数 

特別

支援 

通常

学級 

特別

支援 

小
学
校 

1 生馬小学校 生馬 1901 番地 2,504 昭和 55 98 6 6 2 

2 朝来小学校 朝来 2750 番地 6,754 平成 18 432 23 14 4 

3 岩田小学校 岩田 1750 番地 3,052 平成 4 114 4 6 2 

4 岡小学校 岡 638 番地の 1 2,803 平成 6 88 8 6 2 

5 市ノ瀬小学校 市ノ瀬 604 番地 2,963 平成 1 110 5 6 2 

小学校 計  18,076  842 46 38 12 

1 上富田中学校 岩田 173 番地の 1 6,414 昭和 40 410 9 14 2 

 

1 上富田町学校給食センター 
朝来 3871 番地の

16 
1,218 平成 29  

※建築年度は、教室棟・屋内運動場で最も古い建築年を採用 
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２）児童生徒数の推移 

 

【小学校】 

 町立小学校の児童数は、令和２年５月１日現在８８８人（５０学級、特別支援学級１２

学級を含む）です。児童数のピークは昭和６０年（１，２９０人）で、現在はピーク時の６８％

（８８８人）、令和３２年時点では６７％（８６６人）となっています。 

 

【中学校】 

 町立中学校の生徒数は、令和２年５月１日現在４１９人（１６学級、特別支援学級２学

級を含む）です。生徒数のピークは昭和６０年（６３３人）で、現在はピーク時の６８％（４１９

人）、令和３２年時点では６７％（４０９人）となっています。 
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町内における児童生徒数の推移（３０年後までの推移）

小学校 中学校 総数

＜児童生徒数ピーク＞

昭和６０年

児童1,290人・生徒633人

総数1923人

令和2年（現在）

児童888人・生徒419人

総数1307人

ピーク時の68％

現在（令和2年）

令和 32 年（30 年後） 

児童 866 人・生徒 409 人 

総数 1275 人 

ピーク時の 67％ 
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３） 地域別の将来人口推移と学校の配置状況 

 上富田町の人口ビジョンでは、合計特殊出生率は令和２年に１．８０、令和１２年に２．

０７に上昇します。全体の小学校児童数は、令和３２年度までの推移をみると児童数の増

減は少なく、現在（令和２年）とさほど変わらないが、朝来地域では住宅地開発が進められ

ている関係から児童数は若干増加する傾向にあります。また、他の学校区の児童数につい

ては小規模校として１校当たりの児童数は１００人前後で推移すると想定されます。 

 

＜学校の所在地＞ 

 

（出典：平成 25 年 和歌山県の津波浸水想定図を引用しています。） 

  

朝来小学校 

上富田中学校 

生馬小学校 

岡小学校 

市ノ瀬小学校 

岩田小学校 
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４） 投資的経費の推移 

 平成２７年度から令和元年度の５年間の学校施設の施設関連経費は、約３千万円～

７億６千万円で、年間の平均は約２億７千万円となります。 

 平成２９年度に学校給食センターの建築、令和元年度には町内小中学校の空調設備

設置工事があったため、投資的経費が高額となっています。 

  

 

  平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 ５年平均 

施設整備費 0 42,251,720 728,655,520 3,810,240 305,047,140 215,952,924  

その他施設整

備費 
894,926 1,412,096 357,790 333,382 328,198 665,278  

維持修繕費 9,847,804 6,953,930 9,999,037 6,636,137 12,473,968 9,182,175  

光熱水費・委

託費 
21,022,355 20,480,483 22,332,121 81,174,516 96,117,954 48,225,486  

施設関連経費

合計 
31,765,085 71,098,229 761,344,468 91,954,275 413,967,260 274,025,863  

 

 

 

 

  

31,765,085 71,098,229 

761,344,468 

91,954,275 

413,967,260 

0

200,000,000

400,000,000

600,000,000
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

施設関連経費合計
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５） 学校施設の保有状況 

 計画対象の小中学校は、築３０年以上の建物が１１棟（５０％）１．１万㎡（４４％）と、

小中学校の老朽化は進んでいます。また、１０年後には７３％が老朽化しています。 

 ただし、現在築５０年以上の建物は上富田中学校の校舎（築５５年）・上富田中学校体

育館（築５４年）となっていることから、長寿命化による対応を検討していかなければなりませ

ん。 
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６） 今後の維持・更新コスト 

 ４０年で建て替える従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後４０年のコストは、１４０

億円（３．５億円/年）かかります。これは、直近５年間の投資的経緯費２．７億円/年を１．

３倍上回ります。また、令和３年～１７年度の１５年間では、改築が集中するため投資的経

費の５倍以上のコストがかかります。このことから、従来の建て替え中心の整備を継続するこ

とは不可能であると言え、対応策を検討する必要があります。 

 

 

  



10 

 

②学校施設老朽化状況の実態 

１） 構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

 劣化状況調査票を用いて構造躯体以外の劣化状況を把握し、屋根・屋上、外壁は目

視状況により、内部仕上げ、電気設備、機械設備は部位の全面的な改修年からの経過

年数を基本に、A,B,C,D の４段階評価で以下のとおり評価を行っています。 

 

評価基準 

目視による評価【屋根・屋上、外壁】                   経年年数による評価 

                                         【内部仕上げ、電気設備、機械設備】 

良好 

 

 

 

 

 

劣化 

評価 基  準 良好 

 

 

 

 

 

劣化 

評価 基  準 

A 概ね良好 A ２０年未満 

B 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） B ２０～４０年未満 

C 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） C ４０年以上 

D 

早急に対応する必要がある 

（安全上、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている） 

（設備が故障し施設運営に支障を与えている） 

D 
経年年数に関わらず著しい劣化事

情がある場合 

 

 

 

 

  

基準 2020

1 1231 生馬小学校 校舎1 013 小学校 校舎 RC 3 1,076 1980 ｓ55 40 旧 済 済 H20 49 長寿命 A A B B B 84

2 1231 生馬小学校 校舎2 014 小学校 校舎 RC 2 750 1980 ｓ55 40 旧 済 済 H20 52.7 長寿命 A A B B B 84

3 1231 生馬小学校 体育館 016 小学校 体育館 S 1 678 1980 ｓ55 40 旧 済 済 H20 47.5 長寿命 A A B B B 84

4 1234 朝来小学校 校舎1 019 小学校 校舎 RC 2 2,914 2006 H18 14 新 - - - - 長寿命 A B B A A 84

5 1234 朝来小学校 校舎2 020 小学校 校舎 RC 2 2,160 2006 H18 14 新 - - - - 長寿命 A B B A A 84

6 1234 朝来小学校 体育館 021 小学校 体育館 RC 2 1,680 2008 H20 12 新 - - - - 長寿命 A A B A A 91

7 1235 岩田小学校 校舎1 010-1 小学校 校舎 RC 2 2,108 1992 H4 28 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

8 1235 岩田小学校 校舎2 010-2 小学校 その他 RC 2 147 1992 H4 28 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

9 1235 岩田小学校 体育館 014 小学校 体育館 RC 2 797 2005 H17 15 新 - - - - 長寿命 A B A A A 93

10 1236 岡小学校 校舎1 008-1 小学校 校舎 RC 2 1,836 1994 H6 26 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

11 1236 岡小学校 校舎2 080-2 小学校 その他 RC 2 148 1994 H6 26 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

12 1236 岡小学校 体育館 010 小学校 体育館 RC 2 819 2011 H23 9 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

13 1237 市ノ瀬小学校 校舎 014 小学校 校舎 RC 2 2,166 1989 H1 31 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

14 12137 市ノ瀬小学校 体育館 016 小学校 体育館 RC 1 797 1990 H2 30 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

15 4710 上富田中学校 校舎1 001-1 中学校 校舎 RC 3 1,672 1965 S40 55 旧 済 済 H21 22.9 長寿命 B B C C C 53

16 4710 上富田中学校 校舎2 001-2 中学校 校舎 RC 3 658 1965 S40 55 旧 済 - H21 22.9 長寿命 B B C C C 53

17 4710 上富田中学校 校舎3 002 中学校 校舎 RC 2 486 1965 S40 55 旧 済 - H21 23.6 長寿命 B B C C C 53

18 4710 上富田中学校 校舎4 003 中学校 校舎 RC 2 947 1965 S40 55 旧 済 - H21 23.6 長寿命 B B C C C 53

19 4710 上富田中学校 体育館 005 中学校 体育館 RC 2 780 1966 S41 54 旧 済 済 H21 21.4 長寿命 A A C C C 62

20 4710 上富田中学校 校舎5 010 中学校 校舎 RC 2 1,287 1983 S58 37 新 済 - - - 長寿命 A B B B B 77

21 4710 上富田中学校 武道館 011 中学校 武道場 S 1 584 1994 H6 26 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

22 K001
上富田町学校給
食センター

給食センター 001
給食セン
ター

給食セン
ター

S 1 1,218 2017 H29 3 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

劣化状況評価

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

健全度
（100点

満点）

建物基本情報

通し
番号

学校
調査
番号

用途区分 耐震安全性

建物用途
階数

建築年度

施設名 建物名 棟番号
固定資
産台帳
番号 学校種別

構造
延床
面積
（㎡） 西暦 和暦

築年
数

構造躯体の健全性

試算上
の区分

基準 診断 補強
調査
年度

圧縮
強度
（N/㎟）

長寿命化判定

建物情報一覧表
：築30年以上：築50年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

 健全度    総和（部位の評価点×部位のコスト配分÷ ６０ 
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２） 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

 建て替え中心の改修から改修による長寿命化に切り替えていくためには、計画的に機能

向上と機能回復に向けた修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要があります。 

 長寿命化により８０年に建物を長寿命化した場合、今後４０年間の維持・更新コストは

総額１２２億円（３億円/年）となり、従来の建て替え中心の場合の１４０億円（３．５億円/

年）より１．８億円（５千万円/年）、約１３％の縮減となります。ただし、投資的経費（施設

関連経費）２．７億円/年に対してまだ１．１倍のコストがかかるため、長寿命化だけでは今

後の財政に対応できない状況にあります。 

 

 

 

 

 

  

従来の建て替え中心より 

５千万円/年（１３％）削減 
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（４） 学校施設整備の基本的な方針等 

 

＜公共施設等総合管理計画＞ 

 本町が所有する公共施設をすべて建て替えや維持管理していくことは、財政状況や人口動向か

ら考慮すると、非常に厳しい状況です。 

公共施設は、行政サービスの提供や地域交流・活性化の場、子育てや教育、福祉、観光といっ

た様々な分野において欠かすことのできないものです。しかし一方で、当初の利用目的や役割を終

えた公共施設や利用者数の少ない公共施設、また、著しく老朽化が進み、場合によっては利用者

を危険に晒してしまう恐れのある公共施設があります。 

そのため本計画では、公共施設の今後のあり方等について基本的な方針を取り決め、この方針

に沿って段階的・継続的に計画を進めます。 

◆基本的な方針 

方針番号 方針 備考 

１ 施設機能維持のための修繕を実施していく。 

施設の維持 ２ 予防保全のための維持管理を実施していく。 

３ 
重要な施設のため、耐震診断を実施し、耐震化に向けての

工事を行う。 

４ 
時期は未定だが、建て替えを予定しているため、都度修繕を

行い、機能維持する。 
施設の建て替え 

５ 
施設の機能を維持する場合は改修・更新を実施するが、地

域住民との協議次第では、統廃合も検討する。 施設の統廃合 

（検討） 
６ 施設の建て替え・複合化・集約化等の検討を行う。 

７ 
他の施設で代用可能のため、老朽化が進行すれば取り壊す

方針としている。 
施設の取り壊し 

８ 
施設の利用を中止しており、更新する予定も無いため、今後

数年間で取り壊す方針としている。 

９ 使用している住民への払い下げに向けて検討していく。 

施設の払い下げ 

１０ 使用している団体への払い下げに向けて検討していく。 
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① 学校施設の規模・配置計画等の方針 

１） 学校施設の長寿命化計画の基本方針 

 

総合管理計画 教育施設整備保全計画  総合管理計画 教育施設整備保全計画 

基本方針 基本方針 
分野別方針 

（教育施設） 
分野別方針 

 今後も継続して使用する

施設については、これまでの

「事後保全」の維持管理だ

けでなく、長期的な視点で計

画的な修繕を行う。「予防保

全」の考え方を取り入れ、定

期的な点検や診断結果に

基づく計画的な保全を実施

し、公共施設の長寿命化を

推進する。（８０年） 

・今後躯体の健全性

の詳細調査を随時実

施し、可能な建物は８

０年に長寿命化する。 

 

・適切な維持管理、長

寿命化による財政負

担の平準化及びライフ

サイクルコストの削減す

る。 

 施設の長寿命化を図り、

体育施設は児童・生徒の

安全を確保した学校開放

を進め、有効活用を図る。 

 より良い教育環境の整

備のため、施設の更新や

大規模改修時には、将来

の児童・生徒数見込みに

基づき、適切な施設規模

や仕様を検討する。 

 小中学校の規模の適

正化と適正配置を推進

する。 

 大規模改修、建て替

え時等には、将来児童・

生徒の増減見込みを鑑

み、プール、体育館、グラ

ウンド等の機能を集約、

複合化も検討し、地域

コミュニティと防災の拠点

化を図る。 

 

２） 学校施設の規模・配置計画等の方針 

上富田町の全６校の小中学校は、朝来小学校、上富田中学校が標準的な規模であ

り、生馬小学校、岩田小学校、岡小学校、市ノ瀬小学校の４校は小規模校です。 

全６校は、町内にバランスよく配置されており、資産経営の中心となる施設用途であるこ

とから、原則として現在の配置を維持していきます。 

 

１ 適正配置の方策 

 標準的な規模を超える場合の方策は、次の３つを基本として検討します。 

（１） 標準的な規模を超える学校の方策 

① 通学区域の再編 

近隣に小規模な学校や標準的な規模の学校があり、通学距離や規模、施設な 

どに問題がない場合には、通学区域の一部を周辺の学校の通学区域に編入するこ 

と。 

② 学校の分離新設 

通学区域の再編が困難で、学校用地の確保ができるなどの条件が整う場合は、 

学校を分離新設すること。 

③ 施設整備での対応 

通学区域の再編、学校の分離新設のいずれもが困難な場合、学級数に応じた施
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設整備によって対応すること。 

 

 ただし、現在、標準的な規模（３１学級）を超える見込みは令和 32 年までありませんが、

次の各号に該当する場合には、施設整備による対応を検討するなど、分離新設によらない

方策により、教育環境の整備を図るものとします。 

・３１学級以上になることが短期間と見込まれ、かつ分離新設するための用地の確保が困

難な場合 
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② 改修等の基本的な方針（長寿命化の方針） 

 今後は、建て替えから長寿命化改修による建物の長寿命化に切り替え、部位改修を併用した整

備を行います。以下に長寿命化改修を実施した場合の修繕・改修周期を示します。 

従
来
の
保
全
状
況 

 

  劣化度                           改築費                                改築費 

 

                   大規模改造費                            大規模改造費 

（事後保全的な改修）                       （事後保全的な改修） 

 

 竣工         20 年    28 年       40 年        60 年        80 年   

 

      経年による機能・性能の劣化 

                           改築                 改築 

                40～50 年間 

（機能・性能の劣化にほとんど対応しないため、使い勝手が悪くなって解体してしまう） 

 

長
寿
命
化
の
パ
タ
ー
ン 

  劣化度                          長寿命化改修費                           改築費 

                               （改築の 6 割程度の費用） 

               中規模修繕                                   中規模修繕 

（機能回復）                                   （機能回復） 

 

 竣工         20 年    28 年       40 年        60 年        80 年   

 

      経年による機能・性能の劣化 

                           改築                 改築 

                              70～80 年間 

（建物をよい状態に保ち、躯体の耐用年数まで使う） 

 

築 20 年目の中規模修繕  築 40 年目の長寿命化改修  築 60 年目での中規模改修 

経年劣化による損耗、機能低下

に対する機能回復工事 

 経年劣化による機能回復工事と、社会的要

求に対応するための機能回復工事 

 経年劣化による損耗、機能低下

に対する機能回復工事 

・屋上防水工事 

・外壁改修 

・設備機能更新 

・劣化の著しい部位の修繕 

・故障不具合修繕 

 ・防水改修（断熱化） 

・外壁改修 

・開口部改修・内部改修（床・壁・天井） 

・設備改修 ・プール改修 

・グラウンド改修等 

 ・屋上防水工事 

・外壁改修 

・設備機能更新 

・劣化の著しい部位の修繕 

・故障不具合修繕 
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（５） 基本的な方針を踏まえた施設整備の水準等 

① 改修等の整備水準 

〇校舎 

 長寿命化において配慮すべき性能に対して、各部の整備レベルを設定し、対費用効果を

考慮して最適な仕様を設定します。また、将来の社会要求水準の高まりへの対応、建物

の整備レベルの向上を図ります。 

 

校  舎 

 

 

部 位 ○高                  改修メニュー（整備レベル）                     ○低  

外
部
仕
上
げ 

屋根・屋上 

 

外壁 

 

外部開口部 

 

その他外部 

 

内
部
仕
上
げ 

内部仕上げ 

（教室） 

 

トイレ 

 

 

学習環境（多様な学習の場・ICT 環境） 

生活環境（トイレの洋式化・トイレのドライ化） 

省エネ化（太陽光発電・ＬED 照明・高断熱・高気密化） 

バリアフリー（エレベーター・多目的トイレ・点字ブロック） 

防災・防犯（自家発電・防犯カメラ・マンホールトイレ・カマドベンチ）  

省エネ型 長寿命化改修 長寿命化改修 現状の整備レベル 

外断熱保護防水 

（既存撤去） 

改質アスファルト防水 

（既存の上） 

シート防水 

（断熱なし） 

           外壁塗装 

（防水型複層塗材） 

外壁塗装 

（複層薄塗材） 

  外断熱 内断熱 断熱なし 

 サッシ交換 

（カバー工法） 

既存サッシの 

ガラス交換 

            手すり等の鉄部塗装 

   内装の全面撤去・更新 
床補修 

壁・天井塗替え 

既存のまま 

既存のまま 床補修・壁天井塗替 内装の全面撤去・更新 ドライ化 

  節水型トイレ・自動洗浄ほか 

既存便器のまま 
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（６） 長寿命化の実施計画 

① 改修等の優先順位付けと実施計画    ＜今後５年間の整備計画＞ 

今後の５年間の計画は、過

去２．７億円/年で平準化し、

右に示す整備内容で設定しま

す。 

整備基準としては、①長寿

命化改修は、構造躯体の健全

性が良好な学校とし、②部位

別改修は、緊急性を要する部

位（学校）とし、適正配置計画

も見据えながら実施します。 

 

＜今後５年間の予算配分＞ 

 予算配分の考え方としては、

維持修繕・その他経費を除く２

億円（工事費）のうち、これまで

の実績から一般財源は半分の

１億円と想定します。 

 また、財源については、国の補

助金や起債などを適切かつ効

果的に活用し、財政負担を軽

減します。 

 

 

  

整備内容 

① 長寿命化改修 年 1 校ずつ実施 

部
位
改
修 

② D 評価（早

急な対応が

必要）改修 

躯体への影響を優先 

 

 

D 評価部位を 5 年間

で解消 

屋根・屋上の改修 

年 1 校 

外壁改修   年 1 校 

③ 施策への対

応 

 

 

 

 

屋内運動場の非構造

部分 

体 育 館 ・ 教 室 照 明

（LED） 

④ 設備等の大

きなコストの

かかる更新

サイクルへの

対応 

 

 

 

 

これまでの実績により

設定 

キュービクル  年 1 校 

ボイラー    年 1 校 

⑤ グラウンド 年 1 校 

修繕費・その他経費 

修繕費  500 円/㎡ 

これまでの実績により

設定 

外壁改修 

屋根・屋上改修 

非構造部材 

体育館・教室照明

キュービクル 

ボイラー・油送管 
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② 長寿命化のコストの見直し、長寿命化の効果～維持・更新の課題と今後の方針 

今後の学校施設の維持・更新コストは、長寿命化をしても過去５年間の投資的経費（２．７億円）の 

１．１倍（３億円）に増加することが見込まれています。施設のあり方や維持・更新コストの削減及び財源

確保は大きな課題となる中、個々の学校施設の長寿命化（保全計画）だけでは限界があることから、財

政制約ラインとコストとの乖離を埋めていくため、適正化に向けた総合的な取り組みの方針を明確にして

いく必要があります。 

４０年間の計画は、長寿命化による維持・更新コストの総額１２２億円を平準化し、今後（令和３年

以降）は、３億円/年となる見込みです。また、今後２０年間は長寿命化改修が中心となり、その後２０

年間は建て替えが中心の整備となります。 

 

  

今後４０年間の計画 

今後２０年間は長寿命化改修が中心 その後２０年間は建て替えが中心 
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（７） 長寿命化計画の継続的運用方針 

① 情報基盤の整備と活用 

施設の状況や過去の改修・交換履歴、事故・故障の発生状況をデーターベースに 

蓄積するとともに、１２条点検等の法定点検の結果等、継続的な点検調査の結果に 

基づいて劣化情報を管理していきます。 

 

② 推進体制等の整備 

学校施設の所管化である教育委員会学校教育班を中心に、本計画を含む学校 

施設のマネージメントを行っていきますが、必要に応じて全庁的な体制で対応していく 

ことになります。 

また、日常的な施設管理の質を向上させるため、各学校による毎月の巡回点検・ 

報告など不具合箇所の早期把握と予算化などの対応を図っていきます。 

 

③ フォローアップ 

本計画は、学校施設の改修や建て替えの優先順位を設定するものであり、上富 

田町公共施設個別施設計画の中で年次及び個別の事業費を精査していきます。 

また、事業の推進状況、劣化調査などの結果を反映して本計画の見直しを図るも 

のとします。 


